
滋賀で暮らそ。
意外と都会 ほどよく田舎がちょうどいい

= 滋賀の歴史文化 お城編 =
２０２２年１２月18日（日）1１:00～1２:３０

主催：滋賀移住・交流促進協議会 滋賀県総務部市町振興課地域戦略支援係
共催：認定NPO法人ふるさと回帰支援センター 東京都千代田区有楽町2-10-1 東京交通会館8階

◆ゲスト◆

オンライン
定員30名
参加無料

東京オフィス2022年 第A０７５回ふるさと暮らしセミナー

よだ りゅう

依田 龍さん
ハーブティー専門店運営

こばやし ゆき

小林 由季さん
彦根市地域おこし協力隊

◆ふるさと暮らしセミナープログラム◆
1１:00 イントロダクション

地域紹介 彦根市企画課
１１:1５ 滋賀のお城について紹介 滋賀県文化財保護課
１１:3５ ゲストトーク 滋賀での暮らしについて

依田 龍さん ・ 小林 由季さん
１２:０５ しがIJU相談センターの紹介
終了後 個別相談会

※個別相談会は事前予約制・先着順です。
参加申込み時にご予約ください。

※プログラムは変更になる場合があります。

滋賀らしいワーケーション
滋賀での暮らし

江戸時代に彦根藩35万石の城下町として栄え、今もなお歴史的、文化的な風情を色濃く
とどめる滋賀県彦根市。今回は、現在世界遺産登録に向けて盛り上がりを見せている彦根城
をはじめとする滋賀のお城をテーマに、彦根市の歴史文化の見どころをお伝えするとともに、
先輩移住者のお2人から『滋賀での暮らし』についてお話を伺います。
かつて城下を守ってきた彦根藩足軽衆の住居、足軽組屋敷より生配信でお届けします！

セミナー参加後のアンケートにご回答いただいた方に
ひこにゃんのトートバッグをプレゼント！!先着30名様限り
（いずれかおひとつ）です。お早めにお申し込みください。
色の指定はできませんのであらかじめご了承ください。



滋賀の暮らしの特徴

若者が多い若者が多い

・平均年齢は4５.９歳で年齢の若い順で全国４位です。
(令和２年国勢調査／総務省)

・年少人口割合（15歳未満の総人口に占める割合）
は13.４％で全国２位です。
(人口推計（令和３年10月1日現在）／総務省)

魅力的な仕事が多い魅力的な仕事が多い

・製造業（従業員４人以上の事業所）に
おける１事業所当たり付加価値額は
11億1,384万円で全国２位です。
(2020年工業統計調査／経済産業省)

便利で豊かな生活便利で豊かな生活

・人口10万人当たりの百貨店・総合スーパー数は
2.05店で全国２位です。
(平成26年経済センサス基礎調査（確報）
卸売業、小売業／総務省)

健康でいきいきとした生活健康でいきいきとした生活

・男性平均寿命は81.78歳で全国１位、
女性平均寿命は87.57歳で全国４位です。
(平成27年都道府県別生命表の概況／厚生労働省)

ふるさと回帰支援センターHPに記載の
申込みフォームからお申込みください。

※セミナー終了後の個別相談会は事前予約制
となりますので、ご希望の方は参加申込み時に
ご予約ください。

【お問合せ先】
しがIJU相談センター

TEL: 090-2730-4793
E-Mail : shiga@furusatokaiki.net

お申込み・お問合せ先 申込みフォーム

＊詳しくは、移住ポータルサイト「滋賀ぐらし」をご覧ください。
https://www.pref.shiga.lg.jp/iju/

オンラインセミナーの参加方法

本セミナーは、ＷＥＢ会議システム「zoom」を
使用して、オンラインで開催します。

【参加方法】
➀セミナー主催者からメールで

受け取った招待ＵＲＬをクリック
➁（初回のみ）zoomをインストール
➂（スマホ、タブレットのみ）

ミーティングID、パスワードを入力
【注意】通信料はご自身での負担となります。

Wi-Fi環境でのご参加をお勧めします。

◆ゲストプロフィール◆

よだ りゅう

依田 龍 さん 家庭教師
オーガニックハーブティー専門店ブルーボネット運営

2021年に神奈川県から移住。幼少期より、転勤により海外や国内各地を
移り住む。コロナ禍を機に、家庭教師の仕事がオンラインになったことを
きっかけに移住を検討。歴史が好きで、城や寺社が多いところ、また琵琶湖
などの自然が豊かなところに惹かれて彦根市に移住。現在は、テレワークで
の仕事と、ネットショップを経営している。

こばやし ゆき

小林 由季 さん 彦根市地域おこし協力隊
移住コンシェルジュ

埼玉県出身。都内で会社員として働いた後、国内をワーキングホリデーで
めぐるうちに移住について考える。移住フェアにおいて、彦根市地域おこし
協力隊と出会ったことがきっかけで2020年、滋賀県彦根市へ移住。
現在は、彦根市地域おこし協力隊および移住コンシェルジュとして、移住
希望者にまちの案内やSNSを通じた情報発信を行う。


